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1
事業群評価調書 (平成30年度実施 )

環境部水環境対策課

田口 陽r
地域環境課

事業群主管所属

課 (室 )長 名

事業群関係課(皇)

9 快適で安全・安心な暮らしをつくる
(5)良好で快適な環境づくりの推進

① 汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

基 本 戦 略 名

施  策  名
事 果 群 名

1.計画等概要
(取組項目)

i)
ii)

ili)

下水道、浄化槽等の整備に対する支援
下水道施設の高度処理化の推進
工場・事業場の排水監視等による水環境の保全

指 標 基準年 H28 H29 H30 H31 H32 最終日標 (年度) (進捗状況の分析)

事
業
群

目標恒①
85% 汚水処理人口普及率

下水道、浄化槽等の整備に対す 平成29年
ものの、平

口普及率 実績

“

②
77.2,`

(H25)
進捗状況

は

るヽ。 未普及対策に

②/① やや遅れ
下水道整備とともに、浄化槽整備を促進するこ

目 目指す。

指 標 基準年 H28 H29 H30 H31 H32 最終日裸 (年度)

を:
目標住① 78,` 80% 84%

85,`

(H32) 66地
(海城COD※ )の達成率

点 外海※COD( の略。海壌、湖沼の
実績佐② 855% 868% 進捗状況 0地点で環境基準を超水の有機汚濁物貿等による汚れの度合いを示す指 (H26) の 1

②/① 109祐 108'` 順調

(長崎県総合計画チヤレンジ2020本文)

海や川の水質を保全し、住民の生活環境の向上を図るため、下水道、浄化槽等の汚水処理施設の普
及を促進するとともに、富栄養化対策が必要な水域については、下水道施設等において高度処理対策
に取組みます。また、工場や事業場の排水については、継続的な監視を行います。

2.29年度取組実績 (卜130新規・補正は参考記載 )

中
桟
事
業

O

29年度事業の成果等

県の補助による支援で、市町の負担が
減り、制度維持や上乗せ補助などの市
町の積極的な制度運用が国られた結
果、浄化槽1,770基が整備された。

指標 (上段:活励指穏4下段 :成果指標)

違成率

イ

91%

100%

/
99,`
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/

H28臭儀

H20輿嶺

イ

18
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/
13.7

14

/

H28日 欅

H20日 揮

H30日欅

19

19

20

13.8

14.2

145

主な目標

浄化槽整備事業実施
市町数(市町)

浄化槽に係る汚水処
理人口普及率(,も )

指標

珀
毎
活
指

黒
標
咸
指

事 業 概 要

29年嵐事祟の実施状況
(30年嵐新規・補正事果は事果内暮)

市町が国の交付金を活用して実施する浄化槽設
置整備事業について、19市町へ補助した。

事集対象

市町

事祟費 (単位:千阿)

人件■
(◆考)

6,032

6.035

6,997

携
―盈財コ

245,246

241,232

281,701

日28奥載

H20臭嶺

H30計■

245,246

241,663

282,072

事業
期間

H3-

事務事果名

所曽際《室)名

浄化槽設置整備費

水環境対策課

俎
目
取
項

鞭
期
ｉ

韓
“

1



0

O

農業集落排水事業の着手により、汚水
処理整備の進捗が図られた。

高度処理化工事の進捗が図られた。ま
た、ストックマネジメント計画に基づく計
画的な改築更新ができるようになつた。

水質汚濁防止法に基づき、公共用水域
の水賃汚濁状況の環境監視を行い、環
境基準の達成状況や経年変化等を把
握した。

水質汚濁防止法や未来環境条例に基
づき、立入検査を行い、法・条例に違反
し又は違反する恐れのある場合は速や
かな改善を指導し公共用水域の保全を
図つた。

自治体が実施した生活排水の不朽・啓
発活動を通じて地域住民の意識の向上
を国つた。
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啓発活動市町数 (市
町)

汚水処理人口普及率
(%)

協議会等開催回数
(回 )

放流水質の遵守基準
の達成率 (%)

公共用水域水買測定
計画に基づく水賞検
査地点数(地点)

環境基準達成状況の
把握(%)

立入件数(件 )

排水基準の連守率
(%)

生活排水対策重点地
域への県費補助金
(市 )

補助対象水域の環境
基準(COD)達成率
(,`)

馳
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鰈
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農業集落排水事業1箇所に対し、事業資の5,とを
補助した。

大村湾南部浄化センターの水処理施設を高度処
理化する工事を施工した。
また、計画的な改築更新を行うためのストックマネ
ジメント計画を策定した。

水資測定計画に基づき、県下の45水域95地点(河
川37水域38地点、海域8水域57地点)において水
貿汚濁状況の監視測定を行つた。

特定施設、指定施設に対し立入検査を実施し、届
出内容の確認及び維持管理状況等の確認を行つ
た。排水基準適用の工場・事業場に対しては水貿
検査を実施した。

生活排水による汚濁負荷を削減するため、生活
排水対策重点地域の指定を受けた自治体(5市 )
が行う住民への啓発・普及事業への支援を行つ
た。

市町

大村湾流
域

公共用水
域

水資汚濁
防止法特
定施設等

生活排水

2,413

2,414
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3,629
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0
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51101

11,410

67,925

290,645

805,000

23,113

22,973

24,337

2.067

2,159

2,650

2,654

2,597

H21-33

H5-42

S46-

S46-

(H29

終了)
H12-29

長崎県汚水処理総合
交付金費

水環境対策課

(特 )大村湾南部流域
下水道事業(公共)

水環境対策課

環境監視測定費(水
質)

地域環境課

工場監視指導費(水
資)

地域環境課

生活排水対策活動促
進事業

地域環境課

取組

項目
:

組
目
取
項
‖

取組
項目
iii

2

3

4

5

6

2



33.実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
i)下水道、浄化楢の整備に対する支援

るヽが、個人が浄化槽を設置する機会は、住宅の新築や改築時が大半を占めることか

・今後、下水道未普及の市町を中心に浄化楢普 て汚水処理人口普及率の向上を図る。
・県汚水処理総合交付金は、平 する。

門)下水道施設の高度処理化の推進

大村湾南部浄化センタとの高度処理化工事を進めている。国からの交付金を確保し、事業の進捗を図る必要がある。

前)工場・事業場の排水監視等による水環境の保全

・水質汚濁防止法に基づき、県下の45水域95地点で水質汚濁 ヽ
、 その結果、平成29年度は河川では3地点、海城においては10地点で環境基準を

ι 、13件の連反があり改善指導を行つた。いまだに排水基準超過事例が発見されており、公共用水域の水質

・啓発事業を通し、一定の理解が得られ、下水道や浄化槽の導入等につながるなど、一定の成果は得られている。



4.30年度見直し内容及び31年度実施に向けた方向性

改善

見直じ区分

現状維持

現状維持

改善

平成29年度までに新規着手した事業に対して5年間補助する制度であるため、平成33年度をもつて
廃止予定。

・水生生物保全環境基準の類型指定のために、水質調査及び水生生物調査を行う。
・県の事務として公共用水域や地下水について、環境基準の達成状況や経年変化等を継続して把握
しているが、これまでの測定結果を元に環境審議会において検討し、測定地点や測定頻度等の見直
しを行つていく。

・一部の工場・事業場で排出基準の違反があつており、排水基準違反を未然に防止するため、過去
に違反が認められた工場・事業場を重点的に排出水の基準適合状況を確認していく。

見直しの方向

さらなる普及促進に向け、引き続き、個人設置型浄化槽の整備を図るとともに、市町村設置型浄化楢
の導入に向け、平成30年度から市町を戸別訪間し、導入にあたつての諸課題についての解決策の提
案を行つている。31年度事業の実施に向けた方向性については、30年度の取り組み結果を踏まえて
検討する予定。

31年度事彙の実施に向けた方向性

事彙構員の視白

⑤

30年度事業の実施にあたり見直した肉害

(H300新たな取銀はrH30構」等とE磯、二直しがない場合は「―」とE磯 )

市町が主体となつて
補助を拡充した。

整備・管理する市町村設置型浄化楢への

・水生生物及びその生育又は生育環境を保全する目的として
環境基準が設定された亜鉛・ノエルフエノール・LASに関して、
県内の水域 (海域・河川)における情報が必要となつていること
から、先ずは河川の水賞調査を開始することとした。
・測定地点や測定回数の見直しについては平成30年度に行う
予定であつたが、平成29年度に、蓄積した過去の水質データ
などの評価を行い、見直しを実施した。

事務事業名

浄化楢設置整備費

長崎県汚水処理総合
交付金

環境監視測定貴
賃)

(水

工場監視指導費(水
質)

蠅
期
ｉ
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‖

鞭
期
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銀
目
取
項韓＝
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【事業構築の視点】
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する必要はないか。
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平成30年度政策評価
泰 環_境 斉iよ 策i課

【現状・背景】
・本県の汚水処理人□普及率は平成29年度末で80.2%であるが全国平均に比べて低しヽ状況にある。
・汚水処理については、地域の状況に応じて下水道、農業集藩排水事業、漁業集港排水事業、浄化槽整備事業を組み合わせ
しながら進めている。
・外海との海水交換が少ないF堀鎖性水域の水質は改善傾向にあるが、一部の水域では環境基準を達成していない。

汚水処理施設の普及

生活排水対策の意識向上
における住民への啓発

工場 。事業場の

排水監視
公共用水域の水質保全

河川海域の水質汚濁
状況の把握

Ｉ

Ｅ

Ｅ

Ｅ
▼

閉鎖性水域である大
村湾の高度処理化

浄化槽等の個別処理

施設の整備促進

下水道等の集合処理
施設の整備促進

工場
事業場

監視

6



事務事業にかかる補足説明資料 (様軍名

汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

浄化槽設置整備費

水環境対策課

事業群名

事業名

担当課

達成率

達成率

941t

100't

H28実績

H29実績

1 8

1 9

H28日 標

H29日標

H30目標

1 9

1 9

20

目標

浄化槽整備事業実
施市町数 (市町)
活
動
指
標

運威旱

達成率

99'6

98'`

日28実績

H29実績

13.7

1 4

H28目標

H29目 標

H30日 標

13.8

14.2

14.5

目標

浄化槽に係る汚水処
理人口普及率 (%)成
果
指
標

事業の実施状況

(1)事業の目的                      ′

下水道等の整備が行われる地域以外においては、公共用水域の水質
保全と生活環境の改善を図るため、浄化槽による汚水処理を促進する
整備促進を行う。          イ

(3)平成29年度 の成果

19市町において、浄化槽1,770基が整備され、浄化槽に係る汚水処理人口
普及率は0.3%向上した(189,537人 →192,490人 )。

(2)平成29年度の事業実施状況

国の交付金を活用して個人設置型浄化槽の整備を行う市町に対し、19
市町に県補助を実施した。

(4)平成30年度の事業実施状況 (予定)  ※事業実施にあたり見直した内容含む。
引き続き、個人設置型浄化槽の整備促進を図るとともに、平成30年度から県
補助制度を拡充した市町村設置型浄化槽の活用に向け、市町を個別訪問し、
導入にあたつての諸課題についての解決策の提案を行つている。
平成30年度は、20市町で2,028基を設置整備する予定。



平成30年度政策評価
水 環 境 対 策 課

概要

・ 浄化槽の計画的な整備を図り、し豚と生活雑排水を併せて処理することにより、生渚環境の保全及ぴ公衆衛生の向上に寄与す

ることを目的としている。

・浄イヒ槽の普及促進を図るため、長崎県浄化槽設置整備事業補助金実施要綱に基づき、浄イヒ槽設置整備事業 (l固大設置型)、 浄

化槽市町村整備推進事業 (市町村設置型)を行う市町に対し、県費による補助を行う。

【個人設置型】
個人が設置主体となつて浄化槽を設置する者に対し、国及び県、
市町が補助すると

想 11な
家の中のしヽういろ空I汚氷が
浄化管の入臼に流れ込ユナ憲

さ|をいo水tかえr ヽ然へ寺ぞltよ 0

【市町村設置型】
市町が設置主体となつて浄化槽を整備する事業に対して国及び県
が補助する。

ただし、本上の市町の汚水処理人□普及率が50%未満の場合は10%を補助

事業期間
H33年度までに事業着手する市町に対して、開始から5年間を補助期
間とし、最終年度はH37年度まで

萄 島旗 嫁 経 費 4‐ 害む

rFa彎

■ 50/0

市 町

3%

県

■ 20/0

県

120/0
園

20%

園

■こ3%

個 人 員 手邑 6害 」

設 置 蓄   (個人 )

60%

設 置 者   (個人 )

60%

本 生

嵩笹震尋

市町村設署L型では、複数戸 (5戸まで)の排水を
1基の浄化槽で処理することができる。

|

市町村設置型による共有化のイメージ

25人槽

掌

「
鞠 |
報

渉

8

合併処理浄化 1書のしくみ

A

弾
導〓

学 ・       :

個人設置型

奪 奪
橋 勁 対 象 経 費 10害」

市 期

52。/〇

市 町

30。/0

県

10。/。

園

50%

県

5%

園

33%

個 人

司00/〇

恒 人

10%

本 土

護 島



事務事業にかかる補足説明資料 (様禦乳

汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

長崎県汚水処理総合交付金費

水環境対策課

事業群名

事業名

担当課

達成幕

達成率

140%

200%

H28実績

H29実績

7

1 0

H28目 標

H29目標

H30日標

5

5

目標

啓発活動市町数 (市
町 )
活
動
指
標

達成率

達成率

98%
98%

H28要頼

H29実績

79.5

80.2

H28目 標

H29目 標

H30日 標

80.5

81.6

82.7

目標

汚水処理人口普及
率 (%)
成
果
指
標

事業の実施状況

(1)事業の目的

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、下水道等の集合
処理施設の整備を促進する。

(2)平成29年度の事業実施状況

長崎県汚水処理総合交付金については、市町への補助として平成29年
度に新規着手した諌早市が実施する農業集落排水事業(大草地区)に
対し、事業費の5%(1,533千円)を補助した。
また、10市町を個別に訪問し長崎県汚水処理総合交付金の活用を促し
た。

(3)平成29年度事業の成果

市町へ長崎県汚水処理総合交付金の活用を促したが、平成29年度までに事
業着手したのは、諫早市の農業集落排水事業(大草地区)のみであつた。
諌早市は、平成33年度供用開始に向け、汚水管路布設の詳細設計を実施。

(4)平成30年度の事業実施状況 (予定)  ※事業実施にあたり見直した内容含む。
諫早市の農業集落排水事業(大革地区)に対し、事業費の5%(11,4¬ 0千
円)を補助し、汚水管路布設工事に着手する予定。なお、長崎県汚水処理総合
交付金は、平成29年度までに新規着手した事業に対して5年間補助する制度
であるため、謀早市の大車地区への補助をもって完了する。



平成30年度政策評価
水 環 境 対 策 課

概要    ′
・公共用水域の水質保全と生活環境の改善を凹るため、

′ム`其下水道、農業集港排水、漁業集港排水、コミュニティ・プラント、浄

化槽 (市町村設置型)の新規着手地区 (処理区)への県費による補助を行う。

二ヽ・

浄fヒ構盤柄
″

泰重が麓 している地賦

t

マ
ゝ
Ｖ

ゃ
　
　
　

ヽ
ヽ

|

「十

ア
… ｀

■

ゝ

|'1  」."おこ

【対象地域】
1)生活排水対策重点地区
・大村湾流域、有明海流域 (諌早湾千拓調整池流域含む)、
橘湾流域、佐′マ川流域、福江川流域
2)離島地域

【支援内容】補助割合
1)生活排水対策重点地域を有する市町 5%
ただし、該当市町のうち、活水処理人□普及率が50%未満の
市町については、10%
2)離島を有する市町     10%

【補助期間】
平成29年度までに着手した事業 事業着手から5年間補助

六 村 湾

農業集落排水施設 (大草地区)
事業主体 諌早市
事業期間 H30～ H33年度
計画人口 699人      

‐

整備量 φ100～ 200■mL=11,150m
ポンプ施設 14基

事業費 838,000千円

10′



事務事業にかかる補足説明資料
ユユ
(様式1)

汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

(特 )大村湾南部流域下水道事業(公共)

水環境対策課

事業群名

事業名

担当課

達成率

達成率

100%

100'6

H28実績

H29実績

5

5

H28日 標

H29目標

H30日標

5

5

5

目標

協議会等開催回数
(回 )
活
動
指
標

達成亭

達成率

100,`

100%

H28実績

H29実績

100

100

H28日 標

H29日 標

H30日標

100

100

100

目標

放流水質の連守基
準の達成率 (%)
成
果
指
標

事業の実施状況

(1)事業の目的

閉鎖性水域である大村湾の水質保全と流域住民の生活環境の改善を
図るため、諌早市と大村市の一部の区域を対象として、県事業により幹
線管渠と終末処理場を整備する。
日計画面積 1,644ha
口計画人口 41,700人
口総事業費 約216億円

(2)平成29年度の事業実施状況

協議会において、工事の進捗状況等について報告するとともに、平成
30年度の事業計画・予算について検討した。
大村湾南部浄化センターの高度処理化工事に着手した。

(3)平成29年度事業の成果
大村湾流域別下水道整備総合計画に基づき、大村湾の更なる水質向上に寄与
する高度処理化事業に着手した。
高度処理化工事のうち、土木工事は完了し、電気工事、機械設備工事を進めて
いる。

(4)平成30年度の事業実施状況 (予定)  ※事業実施にあたり見直した内容含む。
引き続き、電気工事、機械設備工事を進め、高度処理化工事の進捗を図る。



大村湾の概要
(特)大村湾南部流馘下水道事業 (′ム`其) 平成30年度政策評価

水 環 境 対 策 課

甲ヽ
大村

面積320km2

ネット」

大村湾南部流域下水道は、諌早市と大村市にまたがる大村湾の最
奥部流域の1,644haを 対象とした流域下水道で、幹線管渠 (多良見幹
線、大村幹線)と終末処理場 (大村湾南部浄化センター)で構成さ
れます。
平成5年度の事業開始後、平成12年 3月 31日 に最初の区域で処理を
開始し、その後も順次処理区域を拡大しています。

湾

諫1早

/すい1亀ケ云

大村湾南部浄化センター 高度処理事業

平成26年度末に、大村湾内の下水道整備の上位計画
となる『大村湾流域別下水道整備総合計画 (流総計
画)』 を策定 し、湾内の処理場毎の処理方針や全窒素、
全 リンの処理水質の値を定めた。
流総計画で、大村湾南部浄化センターでは全窒素、
全 リンの処理 (高度処理という。)を速やかに実施す
べきとされたため、平成27年度に事業計画を変更 し、
処理場を高度処理化するための改修事業を進めている。
高度処理の導入に伴い、処理水の計画放流水質は従来
のBODに 加え、新たにCOD・ 全窒素・全 リンの値が
定められた。       |

計 画 放
ぃ
水 質           (単 位 :肺g/2)

全 リン

2.6

全窒素

12.6

COD

25

BOD

15

いM16“

3186イ引,71Xl

AI円

峨有握理能力

流域下水道計

100/117

1159Vl,酬

|+1働

大村市

酪lX汗 修良見辞擦4,田 Om、大村幹線61伽 )

約49,Ш帯

ス,ガ流入式多段構化脱室法

標準活性汚泥法かЫ眼′女散惨予鋤

1,059/1.527

3,,277′ 10,00

2G9‐Xl

分読式

謙早市

処理方法

流域幹擦廷長

処理場面積

計画E域 (脳 )

計覆掻要

調  達  市

)(mlメ 日

計画大日(大 )

下水の棒除方式

計目汚水畳
流域下水道の概要南

■

１
げ
争

領

鳴
ヽ。
Ｗ
ｉ

●

■

一

大村湾南部浄化センター

聰
f´ |とf十

諌早市街至 大村

奪
い
０

“

丁
　

爆

ェ

東大川

:ポンプ4東_
ロ

幽h

4t

放流渠

水処理施設

， 一　
・
●

管理棟
帯

‐   彎  
命

r _

汚泥消化施設
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事務事業にかかる補足説明資料 (本Jと彗ユI)

汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

環境監視測定費(水質)

地域環境課

事業群名

事業名

担当課

達成率

達成率

100%

100,`

H28実績

H29実績

95

95

H28目標

H29日 標

H30日 標

95

95

目標

公共用水域水質測
定計画に基づく水質
検査地点数 (地点)
活
動
指
標

達成率

達成率

100%

100,`

H28実績

H29実績

100

100

H28日 標

H29目標

H30日標

100

100

100

目標

環境基準達成状況
の把握(%)
成
果
指
標

事業の実施状況

(1) 目的
日海や川の水質を保全し、住民の生活環境の向上を図るため、水質環境
の監視測定を行う。

(2)平成29年度の事業実施状況
口水質測定計画に基づき、県下の45水域95地点(河川37水域38地点、海
域8水域57地点)において水質汚濁状況の監視測定を行うた。

(3)平成29年度事業の成果
口水賞汚濁防止法に基づき、公共用水域の水質汚濁状況の環境監視を行い、
環境基準の達成状況や経年変化等を把握した。
日蓄積した過去の水質データなどの評価を行い、効果的な監視が実施できるよ
うに測定地点や測定回数の見直しを実施した。

(4)平成30年度の事業実施状況(予定)  ※事業実施にあたり見直した内容含む。
日引き続き、水質汚濁防止法に基づき、公共用水域の水質汚濁状況の環境監
視を行い、環境基準の達成状況や経年変化等を把握する。~E水
生生物及びその生育又は生育環境を保全する目的として環境基準が設定
された亜鉛ロノニルフエノール・LASに関して、県内の水域 (海域日河川)における
情報が必要となつていることから、先ずは河川の水質調査を開始する。
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松浦地区河川

北松地区河川

公共用水域
水質測定河川

平成29年度 長崎県測定 公共用水域水質測定地点図(環境基準点)

壱岐海域対馬海

需女料昌

識
が

域
　
す
込
ｒ r,1、

‐、

ど,≒ .・ (

- 1,|ト

・IF

松浦海域

羊ミ

祥

‘

付

ｒ
離
一

０

ギ

凡例

O海 域環境基準点
△ 河川環境基準点輝 |

【ド
一

〔北松海域

I導・・|、

.イて与ト

ド
ヾ
鉛
増 ギ

ⅢⅢ 評よ 「
．
△

東大川河口水域

l
ギ■1 ｀

O
有明海

西彼海域 本d湾

五
ト
サ
一
・

守
一
if

，
一 △ .Ⅲ

ム

O↓
攣
∵
　

】

橘湾
ギ

禅
， ■

卜　
■

Ｅ^

沖

ゴ F

i休下
・

環境
基準
点数

5

3

8

6

5

3

3

33

17

1

1

1

1

1

2

57

水

域
数

1

1
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公共用水域
水質沢J定海域

対馬褥域

壱岐海域
五島海域
松浦海域
北松海域

西彼海域

橘 湾

計

床大川河 口水域

有明海 (11)
有明海 (12)
有明海 (13)
有明海 (14)
有明海 (15)

長

崎
県
沿
岸
海
域
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平成29年度 公共用水域水質測定結果 (環境基準達成状況)

0'可サ||(BOD)  ※県実施分のみ 0海薩尤(COD) ※県実施分のみ

0海域CODの環境基準達成状況の推移 (県全体 )

803
7500737

816
フ8_J

382    895

,655

900

800

700

600

500

3

10
平成
11  12 13  14 15  16 17  18 19 20 21  22 23 24 25 26 27 28 29

年度

※長崎市、佐世保市、農水省測定分を含む。

15

達成
状況

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

BOD
75%値

(m貿/L)

08

0,3

11

09

11

07

09

t4

16

2.1

1.3

06

11

■5

08

22

33

環境基

準値
(m宜/LⅢ

3.0

20

20

■0

20

20

2.0

20

2.0

20

2.0

2.0

20

20

20

20

30

類型

B

A

A

AA

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

B

水域名

喜々津川

境川

東大川

郡川 (1)

郡川 (2)

大上戸川

鈴田川

志佐川

竜尾川

舟志川

佐護川

三根川

仁田川

佐須川

瀬川

谷江川

幡鉾川

市町名
(水域数)

諫早市

(3)

大村市

(4)

松浦市

(2)

対馬市

(6)

壱岐市

(2)

0河川BODの環境基準達成状況の推移 (県全体 )
(%)

1000

000

800

700

600

500

982 10010010010098E100100100100

平成
10 11  12 13  14 15 16  17  18 19 20 21  22 23 24 25 26 27 28 29空

F度

599587

達成
状況

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

BOD
75%値
(m区/L)

■0

11

11

0,9

17

0,7

0.9

06

07

上2

16

15

2.1

11

09

1.6

10

08

09

13

環境基

準値

`mg/L〕
20

2.0

20

20

20

20

20

20

20

20

3.0

20

30

3.0

50

2.0

2.0

20

20

20

類型

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

B

A

B

B

C

A

A

A

A

A

水域名

―の川

鰐川

中須川

大川原川

福江川

伊佐ノ浦,II

多以良川

雪浦川

千々石川

神代川

土黒川

有家川

有馬川

長与川

時津川

川棚川

彼杵川

千綿,II

江ノ串川

佐々川

市町名
(水域数)

五島市

(5)

西海市

(3)

雲仙市

(3)

南島原市

(2)

長与町(1)

時津町 (1)

川棚町 (1)

東彼杵町

(3)

佐々町 (1)

達成
状況

0

O

O

X

O

O

O

×

O

O

O

O

O

達成
地点数

5

3

8

5

5

3

3

9

0

1

1

1

1

2

環境

基準
占数

5

3

8

6

5

3

3

17

1

1

1

1

1

2

COD
75%値

(mg/L)

13

12

1.2

1,8

16

14

■6

20

38

1.7

i4

29

2.3

16

環境基

準値

`mg/LⅢ
2.0

20

20

2,0

20

2.0

2.0

20

30

8.0

80

80

30

20

類型

A

A

A

A

A

A

A

A

B

C

C

C

C

A

水域名

対馬海域

壱岐海域

五島海域

松浦海域

北松海域

西彼海域

橘湾

大村湾

東大川河口水域

有明海(11)

有明海(12)

有明海 (13)

有明海(14)

有明海 (15)

長
崎
県
沿
岸
海
域

※長崎市、佐世保市、国交省測定分を含む。
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事務事業にかかる補足説明資料

７

↓

ｌ

式様

汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

工場監視指導費(水質)

地域環境課

事業群名

事業名

担当課

達成率

達成率

125%

125%

H28実績

H29実績

11620

1,571

H28目 標

H29目標

H30目標

1,296

1,247

1,225

目標

立入件数(件 )活
動
指
標

達成率

達成率

98'`

97%

H28実績

H29実績

98

97

H28日 標

H29目 標

H30目標

100

100

100

目標

排水基準の連守率

(%)
成
果
指
標

事業の実施状況

(1)事業の目的
口海や川の水質を保全し、住民の生活環境の向上を図るため、水質汚濁
防止法日未来環境条例に基づき工場 H事業場に対する指導の徹底等を
図る。

(2)平成29年度の事業実施状況
口特定施設、指定施設に対し立入検査を実施し、届出内容の確認及び維
持管理状況等の確認を行つた。また、排水基準が適用される工場口事業
場に対して水質検査を実施した。

(3)平成29年度事業の成果
口水質汚濁防止法や未来環境条例に基づき、立入検査を行い与法B条例に違反
し又は違反する恐れのある場合は速やかな改善を指導し水環境の保全を図つ
た。

(4)平成30年度の事業実施状況 (予定)  ※事業実施にあたり見直した内容含む。
口依然として一部の工場・事業場で排出基準違反や届出内容と異なる状態がみ
られることから、引き続き、法、条例に基づく監視指導を行う。



工場監視指導費(水質 )
平成30年度政策評価
地 域 環 境 課

【趣旨。目的】

特定事業場等からの排水による′ム`其用水域の水質汚濁をD盲止するためi特定
施設等の設置について事前指導、設置後の監視・指導を行う。

【事業内容】

水質汚濁D盲止法の規定に基づく特定事業場及び未来環境条例の規定に基づく
指定施設の立入検査及び排水基準の適含状況の確認を行う。

【平成29年度立入状況】
立入対象数 5,926
立入目標数 1,247
監視件数  1,571
達成率   126%

【平成29年度排水基準適含状況】
検査数  449
適合数  436
適合率  97%
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(様式 1)

汚水処理施設の普及拡大と高度処理の推進

生活排水対策促進事業

地域環境課

事業群名

事業名

担当課

達成率

達成率

1001`

100,t

H28実績

H29実績

5

5

H28目標

H29日 標

H30日標

5

5

目標

生活排水対策重点
地域への県費補助
金 (市 )
活
動
指
標

達成率

達成率

100%

100,6

H28実績

H29実績

100

100

H28目標

H29日 標

H30日 標

100

100

目標

補助対象水域の環
境基準(COD)達成率
(%)

成
果
指
標

事業の実施状況

(1) 目的

生活排水による汚濁負荷を削減するため、住民を対象として市町が行う
実践活動 (啓発口普及など)への支援を行い、公共用水域の主要な汚染
源とされる生活排水対策を推進する。

(2)平成29年度の事業実施状況

生活排水対策重点地域に指定されている諫早湾流域及び有明海流域
の5市 (長崎市、島原市、諌早市、雲仙市、南島原市)が実施する啓発活
動など生活排水対策活動促進事業に対し、助成を行つた。
(1/2以内補助)
と長崎市 (交付額 :94千円、リバーウォッチングなど)
日島原市 (交付額 :422千円、啓発パネル、河川調査など)   ‐
日諌早市 (交付額 :1,289千円、エコフェスタ、廃食用油石けん作りなど)
H雲仙市 (交付額 :352千円、河川調査など)
日南島原市 (交付額 :440千円、ごみ分別カレンダー、体験学習など)

(3)平 9年度事業の成果
これまで関係自治体が実施した生活排水対策の普及・啓発活動を通じて、地域

住民の意識の向上が図られた。
H30年以降についても、引き続き、各自治体がイベント等を通じて生活排水対策
の普及口啓発を行つていく。


